
次のとおり一般競争入札に付します。

1 調達件名等概要

　薬剤部　既設安全キャビネット移設盛替え作業

　〒981-8563　宮城県仙台市青葉区台原4-3-21
　独立行政法人労働者健康安全機構　東北労災病院

　別紙仕様書による

～

2 競争参加資格

（5） 　厚生労働省の令和3･4年度有資格者名簿［建設工事］のうち東北ブロックにおけ
る「機械器具設置」において総合評点が「950点未満」であること（上記（3）の再
認定を受けた者にあっては、当該再認定の際の総合評点が「950点未満」であるこ
と）。

（6） 　会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法に
基づき再生手続き開始の申立てがなされている者（上記（2）の再認定を受けた者
を除く。）でないこと。

（7） 　その他契約担当役が必要に応じて提出を求めた資料及び書類を提出できること。

（2） 　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
（3） 　当機構から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。
（4） 　厚生労働省から令和3･4年度有資格者名簿［建設工事］のうち東北ブロックにお

ける「機械器具設置」に係る一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされて
いる者については、手続開始の決定後、東北ブロックの一般競争参加資格の再認定
を受けていること）。

契約締結日の翌日   令和4年2月28日
（5） 入 札 方 法

　上記1（1）のほか納入に要する一切の費用を含めた額で行う。なお落札決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10%に相当する額を加算した金額（当
該金額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。

（1） 　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年
者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者に
ついては、この限りではない。

（2） 履 行 場 所

（3） 調 達 内 容 等

（4） 契 約 期 間

入　札　公　告

令和4年1月5日

独立行政法人労働者健康安全機構
東北労災病院
契約担当役　院長　徳村　弘実

（1） 調 達 件 名



3 入札書の提出場所等
本件に関する問い合わせ先

　〒981-8563　宮城県仙台市青葉区台原4-3-21
　独立行政法人労働者健康安全機構　東北労災病院
　会計課　契約係 渡邉　裕貴
　電話：022-275-1111FAX：022-275-4431

入札説明書等の交付時期及び交付場所
から上記3（1）の場所にて交付する

入札説明会の日時及び開催場所

　当該業務については、入札説明会を開催しないものとする。
入札に係る質問受付期限及び提出方法について

　質問は所定の様式に記入し、Ｅメールにて提出すること。
入札書等の受領期限及び提出場所

　郵送による提出の場合も令和4年1月20日　17時00分必着とする。
　上記3（1）の場所に提出すること

開札の日時及び開札の場所

　東北労災病院　会議室
　※欠席する場合は事前に連絡をすること。

4 その他

契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
　日本語及び日本国通貨に限る。

入札保証金

契約保証金
　契約保証金の納入は免除する。

入札者に要求される事項

入札の無効
　本公告に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札及び入札の条件に違反し
た入札。

契約書作成の要否

　要。
落札者の決定方法

手続きにおける交渉の有無
　無。

詳細は入札説明書による。

　独立行政法人労働者健康安全機構会計細則第42条の規定に基づいて作成された予定
価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

（8）

（9）

（3）

（4）
　封印した入札書に入札説明書に掲げる資料等を添付して入札書の受領期限までに提
出しなければならず、当該書類に関し開札までの間において、契約担当役から説明を
求められた場合は、それに応じなければならない。

（5）

（6）

（7）

（6）
  令和4年1月21日 14時00分

（1）

（2）
　入札保証金の納入は免除する。但し、落札者が契約書を締結しない場合や、落札後
に、落札者が競争に参加するために必要なものとして提出した資料及び書類等に、自
己が有利を得るよう、虚偽の記載等があった場合は、契約担当役は落札者より落札金
額の100分の10を違約金として徴収する。

（4）
  令和4年1月13日 17時00分

（5）
  令和4年1月20日 17時00分

（1）

（2）
  令和4年1月5日

（3）


